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は じめに

昨今、 農業生産法人の国際環境規格ＩＳ０１４００１の認証取得、 あるいはその取組に関する事例
が

みられてきている。 まず１９９９年９月 に三重県鈴鹿市の有限会杜三重緑地が農業分野として全国

初 の認証取得を行っ たのを皮 切りに、２０００年４月 に静岡県浜松市の有限会杜ＡＴＯＰ
が敢得 し、

更に同年６月 現在、 山形県川 西町の有限会杜ファーマーズクラブ赤とんぼ、 愛媛県北宇和郡明

浜 町の農事組合法人無茶々 園等がその取得の準備を着々 と進めている。

ＩＳＯ１４００１認証取得は、株式会杜企業の場合は国際的潮流 に追随する為の競争の原動力 として、

更 にはエコ ファン ドヘの自杜株の組み入れといった環境格付け対策等の要因により、 取り組む

事例 が多々 見られているが、農業経営においては、消費者
１〕の食の安全性や環境保全への関心の

高まりに伴う相 互理解や人間的交流の為の主体的な情報開示の手段２〕としてのその深化 が大きな

要 因 と な っ て い る と い え る。 い ま や 消 費 者 の 関 心 は、 食 卓 か ら 圃 場 に ま で 遡 っ て き て お り、 い

わゆる 改正ＪＡＳ法の施行３〕等に象徴されるように、 消費者間での食の安全性や、 農薬や化学肥料

等 による人 体及 び自 然環 境への影 響に関する関心が急速に高まることにより、 生産から消費に

至るま での 幅広 いレンジでの 取組及 びその情報 開示が要求されている。 一方、 いわゆる新農業

基本法や農 業環境３法の施行４〕等、攻策面においても農業における環境保全への取組がクロー
ズ

ア ッ プ さ れ て き て い る。 従 っ て、 今 目 ま で い っ て み れ ば、 農 産 物 栽 培 に そ の 労 働 の 重 点 を 置 い

てきた農業経営 にお いても、 環境 保全 間題 に対 して喫緊 の対 策を要する必 要が生じてきている

の で あ る。

本 稿 で は、農 業 経 営 に お け る Ｅ Ｍ Ｓ（環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム ：Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａ１Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ

Ｓｙｓｔｅｍ） 確立への取組動向、 及 びそれと連 動して導入が検 討されている環境会計の確立動向を

捉 えたい。まず①
株式会杜農業食品監査システム （以下㈱ＡＦＡＳとする） におけるＡＦＡＳシス テ

ム について概観 し、 ②農事組合法人無茶々園の事例から、ＩＳＯ１４００１認証取得への取組動向を考

察 す る。 そ し て、 ③ 農
業 経 営 に お け る 環 境 会 計 に つ い て 検 討 す る。
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Ｉ １Ｓ０１４００１認証取得への取組

１． ㈱ ＡＦＡＳｌ二お け る ＡＦＡＳ シ ス テ ム の 概 況

いわゆる食の安全神話の崩壊や環境問題の悪化に伴う関心の高まり は、 食の川上にあたる農

業 経 営 に も 波 及 し て お り、 ＩＳ０１４００１認 証 取 得 等 に よ る Ｅ Ｍ Ｓ の 確 立 が 課 題 と な っ て き て い る。

た だ、 農 業 経 営 に と っ て、 主 に 工 業 を 念 頭 に お い て 構 築 さ れ て い るＩＳ０１４００１規 格 を 横 滑 り 的 に

導 入 し て い く の で は、 不 適 合 な 部 分 が 多 分 に 生 じ て く る。 そ こ で ㈱ ＡＦＡＳ
５〕で は、ＩＳＯ１４００１規 格

を、 農 業 経 営 用 に 簡 素 化 す る こ
と に よ り、 独 自 に

「ＡＦＡＳ シ ス テ ム」 を 構 築 し、 そ の 取 組 の サ ポ ー

ト を 行 っ て い る。 そ れ はＩＳ０１４００１規 格 を 農 業 経 営 に 適 合 さ せ、 更 に 有 機 農 産 物 基 準 ・ 認 証 及 び

食品安全規格ＨＡＣＣＰも同時に視野に入 れ構築 した環境保全システム である。白 主管理に基づき

構 築 さ れ、
「シ ス テ ム 認 証」 と

「基 準 認 証」 の ２ 段 階 か ら な る。 前 者 は 農 産 物 の 栽 培 管 理 過 程 を

シ ス テ ム 面 か ら チ ェ ッ ク し、 認 証 す る も の で あ り、 後 者 は シ ス テ ム 認 証 に 基
づ き 保 証 さ れ る も

の で あ る。 ＡＦＡＳ シ ス テ ム の 基 本 構 造 は、 自 主 基 準 を 設 置 し、 同 基 準 に 沿 っ て 生 産 過 程 の 自 主 監

査 を 行 い、 更 に そ の 監 査 内 容 を 自 主 認 証 す る こ と に
一あ り、 そ の 指 針 と し て

「１８項 目 の 要 求 チ ェ ッ

ク ポイ ント」 がある。 更 に環 境影 響評価 を行い、 それに基
づき環 境方針を明確にし、 生産工程

の 設 定 を 行 う。 そ し て 生 産 体 制 を こ の 要 求 事 項 に 従 っ て 整 理 し、 宣 言、 記 録、 見 直 し の
「３ つ

の約東」 に則 した生産活動 に取り組 んでいくも のである。

具 体 的 に は、 ５ つ の 台 帳 へ の 記 帳 が、 農 業 経 営 に お け る Ｅ Ｍ Ｓ 確 立 の 基 本 と な る。 そ れ は、

①生産者台帳、 ②圃場台帳、 ③栽 培管理台 帳、 ④出 荷台 帳、 ⑤環 境管理台帳であり、 今日ま で

困難であった農業経営にお ける継続 的な帳 簿記 録及 び管理 を普及 させよう とするも のである。

①は、 生産者に関する情報 を記載 するもの であり、 生産 者名 や住 所、 更には農 業生産を営む上

での理念及び方針 を記録するもの である。 ② は、 農 産物 の生 産現 場である 圃場 の状態及 び環境

情報を記すものであり、 各圃場毎 に作成する。 ③ は、 年 間の農産物栽 培の 生産工程 を記 載する

も の で あ り、 播 種、 耕 起、 除 草、 収 穫 等 の 時 期 を 記 録 す る。 同 台 帳 も、 作 物 毎 に 作 成 す る。 ④

には、 収穫後の農産物の出荷及び貯蔵場所やその方法 に関する情報 を記載 し、 出荷先毎の作成

を要する。 ⑤は上記の４つの台帳では管理が困難となる環境影響事象 に関 しての情報 を記録す

る も の で あ る。 同 台 帳 は、 ＡＦＡＳ シ ス テ ム に お け る 帳 簿 記 録 類 の 特 徴 点 で あ る と い え、 農 業 経 営

に お け る Ｅ Ｍ Ｓ 確 立 に 向 け て の 重 要 な 柱 と な っ て い る。 ま た、 こ れ ら の 各 台 帳 を 初 見 す れ ば、

農業者の複雑な記帳技術を要し、 その継続記帳自体も困難で はな いかとの疑問 が生 じる が、 実

際 は そ の 大 部 分 は、 開 始 時 に １ 度 だ け 行 え ば よ い も の に な っ て い る。 こ の よ う に、 シ ス テ ム の

構築に際しては、 農業者の手問の省力化及び迅速化に関 して、 細心の注意 が払われている。 更

に は 日 々 の 農 業 作 業 日 誌 の 記 帳 が、 各 台 帳 の 元 と な り、ＡＦＡＳ シ ス テ ム に 基
づ く Ｅ Ｍ Ｓ 確 立 の 出

発 点となる。 これらのシステムを農業経営に導入することにより、 環境保全型及び持続的農業
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への抜本的な改革が為さ れるもの として期 待されている。

２． 無 茶 々 園 の 概 況

次 に、 そ の ㈱ ＡＦＡＳ
を 認 証 サ ポ ー ト に 据 え、 ＩＳ０１４００１規 格 の 認 証 取 得 に 取 り 組 ん で い る 農 事

組合法人無茶々園の事例 を考察 して みたい。

この愛媛県の 西南部に位置する東宇和郡明浜町においてリアス式海岸沿いの石積み樹園地で、

急傾斜地農業を展開している無茶々園店〕は、
「限界 地における大規模経営体」 として注目を集め

て い る７〕。 そ の 経 営 理 念 の 特 徴 は、 一 面 的 な 私 的 利 潤 追 求 の み で は な く、 地 域 作 り を 目 標 と し て

いる点、 及
び日本農業全体の発展 を常 にその視 野に入れている点 にある。 それは株式会杜の杜

名 にも表出しており、 ㈱地域法人無茶々園と して、 株式 会杜理念 と地 域貢献をパラレルに捉え

て 展 開 し て い る。 そ し て ま た 現 在 は、 当 面 の 目 標 を 明 浜 町 全 域 の
「無 茶 々 園 化」 に 定 め、 そ の

一方で、 明浜町外部の中山問地域の平坦農地 を数ヶ 所取 得し、 有機・ 無農薬 野菜等の生産・販

売 を 開 始 し て い る と こ ろ で あ る。

３． 無茶々 副二おけるｌＳ０１４００１認証取得への取組

無 茶 々 園 で は、 Ｅ Ｍ Ｓ の 確 立 を 図 り、 現 在、 ２０００年 ９ 月 のＩＳ０１４００１認 証 取 得 を 目 途 に、 そ の

取 組 を 行 っ て い る。 同 時 に、 Ｈ Ｐ 上 に お い て 生 産 者 圃 場 台 帳 の 公 開 を 進 め て い る と こ ろ で あ る。

それは、 未だ構築中途段階ではあるが、 農事組合法人無茶々園の会員生産者５１名の全園地 デー

タと人物紹介を各地区別に収録するものであり、 圃場台帳と して、 各生産者毎 に
「圃場基本台

帳」、
「圃 場 別 台 帳」、

「圃 場 別 農 作 業 チ ェ ッ ク 表」 の ３ つ を 整 備 し、 そ れ ら を 開 示 し て い く 取 組

で あ る
筥）
。

まず、 無茶々 園のＥＭＳ組織図であるが、 宇都宮代表理事 を組織の頂点 に、 環境管理委員会

が設置してあり、環境 管理 責任者 が任 命されている。その下に、 内部監査組織やＩＳＯ事務局が あ

り、 そ し て 更 に そ の 最 下 部 に 実 施 組 織 で あ る 俵 津、 枝 浦 生 産 組 合、 本 浦２１世 紀 の 会、 高 山、 田

之 浜、 南 郡、 フ ァ ー マ ー ズ ユ ニ オ ン の 各 支 部 長 が 置 か れ て い る。 そ し て、
「環 境 マ ニ ュ ア ル」 に

は、 環 境 方 針 及 び 環 境 目 標 ・ 目 的 を、 そ れ ぞ れ
「① 農 薬 の 使 用 の 削 減、 ② 化 学 肥 料 は 今 後 も 不

使 用 と し、 有 機 ・ 微 生 物 栽 培 農 法 の 拡 大 ・ 普 及 を 行 う ③ ジ ュ ー ス 粕 を 堆 肥 化 し、 再 利 用 す る リ

サイ クル型農業の実施、 ④野焼きの禁止、 ⑤海洋汚染の防止」 及び
「①農薬使用削減、 ②有機

認 証 取 得 を 図 る、 ③ ジ ュ ー ス 粕 を２００３年 ま で に３０％ 堆 肥 化 す る シ ス テ ム の 確 立 へ の 取 り 組 み、

④ 堆肥 袋及 び資材袋等の野焼 きを禁じ、 適正処理 を１００％行う、 ⑤無茶々 園会員は、 合成洗剤の

使 用 を 抑 え る 生 活 を す る」 と 明 記 し て い る。
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Ｉ 環境会計導入への取組 一ＥＭＳ確立過程にお１ナる環境コス トの算出一

１． 環境会計導入への論点整理

ＡＦＡＳシ ス テ ム に お け る Ｅ Ｍ Ｓ 確 立 過 程 で、 先 に 考 察 し た ５ つ の 台 帳 と 会 計 帳 簿 を 連 結 し、 環

境コス トの算出 を行 い、 更 にそれ を外部へ 公開していく シス テムの構築
が検討されている （図

１）。 ま ず、 そ の 記 帳 開 始 に 当 た り、 生 産 者 台 帳 及 び 圃 場 台 帳 を 記 入 し、 更 に は 目
々 の 農 作 業 日

誌 を記帳すること により、 その物量情報の 一部 が各台帳から、 更に環境コスト等の貨幣情報が

会計帳 簿か ら環境会計システム に転記さ れる。 言い換えれば、 同シス テムは、 会計帳簿より財

務パフォーマ ンスの、 各台帳 により環境
パフォーマ ンス のそれぞれの指標を算出しようとする

も の で あ る。 こ こ で は、 こ れ ら を 基 に、 い わ ゆ る 環 境 庁 環 境 会 計 ガ イ ド ラ イ ン （２０００年 度 版）

を 土 台 に 用 い、 農 業 経 営 に お け る 環 境 会 計 モ デ ル を 作 成 す る。 以 下 で は、 公 表 用 Ｃ 表 フ ォ ー マ ッ

トに基 づいて、 農業経営 にお ける環境会計 を作成 する （表１）。

生

図 １ 農 作 業 台 帳 と 会 計 帳 簿 に 基 づ く 農 業 経 営 に お け る 環 境 会 計 シ ス テ ム

産 者 台 帳 ＝

場 台 帳 １

栽 培 管 理 台 帳 １

作 業 目 誌 １

出 荷 台 帳
，

環 境 会 計 シ ス テ ム

； 物量情報

環 境 管 理 台 帳 １

会 計 帳 簿 貨幣情報
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表１

集 計範 囲 ：（ ）

対 象 期 間 ： 年 月 日 ～ 年 月 目

単 位 １（ ） 円

総合 的 効果 対 比型 フ ォー マ ッ ト （公 表 用 Ｃ 表）

環 境 保 全 コ ス ト 環 境 保 全 効 果

比較指標

分 類 主 な 取 組 の 内 容 投資額 費用額 効 果 の 内 容 環 境 付 加 指 標

ω 生 産 ・ サ ー ヒス 活 動 に よ り 事 ｌ１〕事 業 エ リ ア 内

業 エ リ ア 内 で 生じ る 環 境 負 荷 で 生 じ る 環 境

を 抑 制 す る ため の 環 境 保 全 コ 保 全 効 果 （事
ス ト （事 業 エ リ ア 内 コ ス ト〕 業 エ リ ア 内 効

釆〕

① 公 害 防 止コ ス ト 水 質 汚 濁 防１トの 為 の コス ト
土 壌 汚 染 防 止 の 為 の コ ス ト

家 畜糞 尿 悪 臭 防 止 の 為の コ ス ト

内 塩化 ビニ ー ル 等 の 処理 の 為 の コ 廃一棄物最終処理 量

ス ト ｛㎏）

｛ＣＯ。〕

② 地 球 環 境 保 全 コ ス ト 臭化 メ チ ル肖■」減 に 資 する 取 組 の
（ＮＯ廿〕

コ ス ト
（ＳＯ皿〕

自 動 車 使 用肖■」減 に資 す る 取 組 の
コ ス ト

生 物 多 様 惟 や 生態 系 の 保 全 に 資
（㎏〕

訳 す る 取 組

６１資 源 循 環 コ ス ト 木 竹、 動 植 物 残 溢 等 の 廃 棄 物 処

理

１２〕生 産・ サ ー ビス 活 動 に伴 っ て （有 機 及 び 特別 栽 培 農 産 物 栽 培 １２〕上・ 下流 で 生

上 流 又 は下 流 で 生 じ る環 境 負 コ ス ト〕 じる 環 境保 全 化 学 肥 料 削 減 量

荷 を 抑 制 す る た め の コ ス ト 土 作 り ・ 施 肥 に 係 る コ ス ト 効 果 （上・ ト （㎏ ハｏ目）

（上 ・ ド流 コ ス ト〕 種 子 に 係 る コ ス ト 流 効 果）

育 誌 に 係 る コ ス ト

作 型（露 地・ ト ンネ ル ・ ハウ ス・

加 温 ハ ウ ス） に 係 る コ ス ト 農 薬 削 減 量

水 質 ・ 水 利 に 係 る コ ス ト ｛㎏ ハ０３〕

除 革 （合 鴨 ・ 鯉） に係 る コ ス ト 農 薬 削 滅 量

病 害 虫 防 除 に 係 る コ ス ト （㎏ ハｏ刮〕

貯 蔵 所 ・ 出 荷 場 に 係 る コ ス ト

１３〕管 理 活 動 に お ける 環 境 保 全 コ 環 境 教 育 の 為 の コ ス ト

ス ト ＥＭＳ 構 築、 運 用、
一ＳＯ ＭＯＯ１ 認

く管 理 活 動 コ ス ト〕 証 取 得 の 為 の コ ス ト １３〕そ の 他 の 環 境

有 機 農 産物 認証 取 得 の 為 の コス 保 全 効 果

ト
ＨＡＣＣＰ 認証 取 得の 為 の コス ト

土 壌 ・ 水 質 測 定 コ ス ト

環境保金対策組織の人件費及 び

上 記 に 係 る 人 件 費

ω 研 究 繍 発 活動 にお け る 環 境 保 有 機 農産 物 に 係 る 研 究 開発 コ ス

令 コ ス ト （研 究 開 発 コ ス ト〕 卜

生 産段 階 に お け る 環 境 負 荷の 抑

制 の 為 の 研 究 開 発 コ ス ト

１５１芋上会 活 動 にお ける 環 境 保 全 コ 景 観 維 持 ・ 改 善 コ ス ト
ス ト ＥＭＳ に 関 する 情 報 公 開、環 境 広

（杜 会 活 動 コ ス ト） 告 の 為 の コ ス ト （イ ン タ ー ネ ッ
ト コス ト 等〕

㈲ 環 境 損 傷 に 対 応 す る コ ス ト 修 復 コ ス ト

（環 境 損 傷 コ ス ト〕

項 目 内 容 等 金 額

当該期間の投資額の総額

当該期間の研究開発費の総額

環 境 保 全 対 策１＝伴 う 経 済 効 果

効果の内容 金 額

リサイクル によ り

得 ら れ た 収 入 額

省 エ ネ ル ギ ー に
よ る 費 用 削 減

リ サイ ク ル に 伴

う廃棄物処理 費
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２． 環境会計モ
デル

ここでの農業経営 にお ける環境会計モ デルでは、 数値 は記 載してお らず、 コス ト分類の みに

止めている。 コス ト分類 を行 へ その 雛型 の一例 を呈示しようとする もの で
ある。

上 か ら 順 に 見 て い き た い。 ま ず
「事 業 エ リ ア 内 コ ス ト」 の う ち、 公 害 防 止 コ ス ト に

は、 水 質

汚濁防止、 土壌汚染 防止、 家 畜糞尿悪 臭防止 の為のコス ト、 更には塩化 ビニール等の農 業用 廃

ビ ニ ー ル 処 理 の 為 の コ ス ト 等 が 該 当 す る。 な か で も、 い わ ゆ る 塩 ビ は、 ダ イ オ キ シ ン 発 生 要 因

と し て 注 目 を 集 め て い る と こ ろ で あ り、 そ の 開 示 の
重 要 度 が 高 い。 地 球 環 境 保 全 コ ス ト に は、

臭化メチル 削減、 自動車 削減、 生物 多様性 や生態系 の保全に資する取
組等が該当する。 資源循

環コス トには、 資源循環 を意 図と した木竹 や動植物残さ等の廃棄物処理に係る コス ト等
が該当

する。 事業エリア内コス トに対 する環 境保 全効果として、 それぞれの削減負 荷指標 を掲 載する

こ と と す る。

第 ２ に、
「上 ・ 下 流 コ ス ト」 に は、 農 業 経 営 に お け る 有 機 及 び 特 別 栽 培 農 産 物 の 栽 培 コ ス ト に

関 し て 記 載 す る。 具 体 的 に は、 土 作 り ・ 施 肥、 種 子、 育 苗、 作 型 （露 地 ・ ト ン ネ ル ・ ハ ウ ス ・

加 温 ・ ハ ウ ス）、 水 質 ・ 水 利、 合 鴨 ・ 鯉 等 を 用 い た 除 草、 病 害 虫 防 除、 貯 蔵 所 ・ 出 荷 場 に 係 る コ

ス ト 等 が 該 当 す る こ と と な る。 ま た
「上 ・ 下 流 効 果」 と し て、 化 学 肥 料 削 減 量 （㎏／１０ａ）、 農

薬 削 減 量 （ｋｇ／１０ａ） 等 の 各 指 標 に よ る も の が あ げ ら れ る。 こ れ ら の 事 業 エ リ ア 内 コ ス ト 及 び 上 ・

下 流 コ ス ト は、 農 業 経 営 の 本 業 よ り 生 じ る コ ス ト で あ る。

第 ３ は、
「管 理 活 動 コ ス ト」 で あ り、 環 境 教 育、 Ｅ Ｍ Ｓ 構 築 及 び そ の 運 用 （ＩＳ０１４００１認 証 取 得

に 関 し て）、 有 機 農 産 物 認 証 取 得、 Ｈ ＡＣＣＰ 認 証 取 得 の 為 の コ ス ト、 更 に は 土 壌 ・ 水 質 測 定 コ ス

ト、 及
びそれらに係る環境保全対策組織の 人件 費及 び上 述の人件 費等が該 当する。 第４は

「研

究開発コス ト」 であり、 有機農産物栽培 に係る 研究 開発 コス トや 生産段 階における 環境負 荷の

抑 制 の 為 の 研 究 開 発 コ ス ト 等 が あ る。 第 ５ は
「杜 会 活 動 コ ス ト」 で あ り、 例 え ば、 景 観 維 持 コ

ス ト や Ｅ Ｍ Ｓ に 関 す る 情 報 公 開、 イ ン タ ー ネ ッ ト 等 を 用 い た 環 境 広 告 の 為 の コ ス ト が あ る。 最

後 に、
「環 境 損 傷 コ ス ト」 が あ る。 管 理 活 動、 研 究 開 発、 杜 会 活 動、 環 境 損 傷 コ ス ト に 対 応 す る

環境保全効果として、 その他の環境保全効果欄 を設 けて いる。 ま た
「環境保全対策 に伴 う経済

効 果」 と し て、 右 隅 に 欄 を 設 け て い る。 こ れ に は、 リ サ イ ク ル に よ る 収 入 額、 省 エ ネ ル ギ ー に

よる費用削減額、 農業用廃 ビニール等のリサイクル に伴う廃棄物 処理 費用の肖
１」減額等 があげら

れ て い る。

おわりに 一今後の課題一

最後に、 農業経営における環境会計の今後の実務的課題 を列挙 しておく。 ①例え ば、 無茶
々

園では、 農薬、 化学肥料削減による環境保全対策は、 通常の事業活動に内部化されているが、

このような潜在的な経済効果は存在するが表面化してこないことがあ げられる。 農業経営にお
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ける環境保全活動が進展するに従って、 それ に対 して環境会計 システム がどう対 応していくか

が課題となる。 ②多面的機能等の農業の環境に対する正の側面 を環境会 計システム上 で捉 える

試 み の 進 展 で あ る。 環 境 コ ス ト を 投 入 す る こ と に よ り 生 ず る 効 果 項 目 の 中 に、 現 在、 ＯＥＣＤ で

検討されている 「農村景観」 や
「杜会文化」 等の指標をいかに組み込むかを検討 して いく必 要

があろう。 ③農業経営における環境会計システムは、 将来的には
「地域」 単位で捉えていく必

要が生じてく る可能性に関してである。 農業は、 相互関係が強いことから、 包括的な地域環境

の視 点が必 要であり、 そこで、 幅広い単位でのその取組、 及びそれに基づき環境会計システム

の確 立が 必要となっ てく る。 ④その開示方法の模索がある。 環境会計指標を どのように開示し

ていくの かが、 今後 の論点 となってくる。 株式会杜企業と比して、 規模的にも資金的にも小さ

な農業経 営における有 効な情報 開示の方法を模索していく 必要がある。 ⑤杜会的費用 の内部化

の 間 題 が あ る。 ガ イ ド ラ イ ン で は 同 間 題 を
「今 後 の 課 題」 と し て、 詳 細 な 記 述 を 避 け て い る が、

農業経営 にお ける環境会計 にお いても、 今後、 議 論を深 めていく必 要がある。 ⑥ この環境会計

シ ス テ ム は、 実 務 的 に
パ ソ コ ン を 駆 使 し、 か っ て 京 大 式 簿 記 が 志 し た

ベ ク ト ル９〕と 同 様 に、 農 作

業日誌と各種台帳及び会計帳簿 が一体と なって構成さ れた会計 システムと しての 一層の確 立が

求められる。 システムの簡素化 を図ることにより、 農業労働力の省力化及 ぴ迅速化 を推進 して

いく必要があり、その為に は農業経営 を支援 する環境会計 ソフ
Ｉ
トの 開発 が希 求さ れ、㈱ＡＦＡＳで

は そ の 検 討 も 行 っ て い る。

注

１） 食 糧 に 関 し て は、 全 て の 人
が 消 費 者 と な る こ と か ら、 こ こ で

は そ れ を 幅 広 く 捉 え た い。

２） 農 業 分 野 に お い て も、 流 通 大 手 企 業 が農 家のＩＳＯ１４００１導 入 を 支 援 し、
「環 境 に 優 し い 青 果 物」 と し て

ブラ ン ド化 する 動 向 も み られ て いる （「日 本 農 業 新聞」、 ２０００年 ７月１２目）。

３） １９９９年８ 月 に ｒ農 林 物 資 の 規 格 化 及 び 品 質 表 示 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 の 一 部 を改 正 す る 法 律」、 い わ

ゆ るＪＡＳ法 の 改 正 が 行 わ れ た。 そ れ は ① 食 品 表 示 の 充 実、 ② 有 機 食 品 の 検 査 認 証 ・ 表 示 制 度 の 創 設、 ③

ＪＡＳ規 格 制 度 の 見 直 し と し て、 規 格 の 定 期 的 見 直 し の 法 定 化、 国 際整 合 化 や 事業 者 白 身 に よ る 格 付 け 表

示 の た め の 仕 組 み の 導 入 及 び 登 録 格 付 機 関 へ の 民 間 労 力 の 活 用 を図 っ た もの で ある。

４） 農 業 環 境 ３ 法 と は、
ｒ持 続 性 の 高 い 農 業 生 産 方 式 の 導 入 に関 する 法 律」、

ｒ肥 料取 締 法の 一 部 を 改 正 す

る 法 律」、
「家 畜 排 泄 物 の 管 理 の 適 正 化 及 び 利 用 の 促 進 に 関 する 法 律」 を指 す。

５） ㈱ＡＦＡＳは１９９７年 に設 立 さ れた。 そ の 中 心 人 物 で あ る 徳 江 倫 明 代 表 取 締 役 杜 長 は、 有機 農 産物 流 通 団

体 で あ る「大 地 を 守る 会」や 有機 農 産物 の 宅 配 によ る 流 通 シ ス テ ム の 構 築 に 取 り 組 む
「ら で い っ し ゅ ぼ一

や」 の 創 始 者 と し て、 今 日 ま で 産 消 提 携 の 有 機 農 産 物 流 通 の 第 一 線 で 活 躍 し て き た。

６） 農事 組 合 法 人 無茶 々 園 は、温 州 蜜 柑 等 の有 機 ・ 無 農 薬栽 培 を 行 う 約５０戸 の 農 業 者 か ら な る。１９７４年 に、

農薬 や 化 学 肥 料 を 多 投 する 近 代 農 法 に 疑 間 を 呈 する ３ 人 の 少 壮 の農 業 者 に よ り 地 縁 的集 団 組 織 と し て結

成 さ れ、１９８９年 に 農 事 組 合 法 人 と な っ た。１９９３年 に は 柑 橘 類 の 販 売 力 強 化 を目 論 み、 株 式 会 杜地 域 法人

無茶 々 園 を 設 立 し、 今 日 で は 地 縁 的 な 企 業 的 集 団 組 織 と し て 独 白 の 展 開 を 図 っ て いる。そ れ ぞれ の 概 要

（１９９７年現 在〕 は、 農 事 組 合 法人 無 茶々 園 は、 資 本 金５０万 円、 組 合 員 数５０名、 園 地 面 積８６ｈａ、 年 間 生産

量１，６００ｔ で あ り、 ㈱ 地 域 法 人 無 茶々 園 は、 資 本 金４，ＯＯＯ万 円、 従 業 員 ７ 名 で 農 林 水 産 物 の 加 工 及 び販 売
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を 行 っ て い る。 そ の 取 扱 品 目 は、 柑 橘 類、
蜜 柑 加 工 品、

海 産 物
、
真 珠 製 晶 で あ り

、
年 間 取 引 額 は ６ 億７

，
ＯＯＯ

万 円 （１９９７年 度 実 績） に 及 ん で い る。

７） 中 川 聰 七 郎 （２０００）１「限 界 地 にお ける 農 業 の動 向 と展 望 一 無茶 々 園 の 場 合 一」 岸 康 彦 ・ 西 頭 徳 三 ・ 中

川 聰 七 郎 編 ｒ２１世 紀 の 資 源 ・ 環 境 間題 と 農 林 漁 業』 農 林統 計 協 会、 ｐｐ７２～８２．

８） ㈱ 地 域 法 人 無 茶 々 園 ホ ー ム ペ ー ジ ア ド レ ス （ｈｔｔｐｌ〃 ｗ ｗ ｗ．ｅｈｉｍｅ－ｉｉｎｅｔ．ｏｒ．ｊｐ／ｃｏ／ｍｕｃｈａｃｈａｅｎ／）。

９） 大 槻 等 は、 １９６０年 代 よ り 農 業 経 営 に 単 式 簿 記 シス テム の 普 及 を 図 っ た。

付 記 ： 本 稿 の 詳 細 は、 家 串 哲 生 （２０００）１
ｒ農 業 にお け る環 境 会 計 の 理 論 と 実 践 動 向』 農 林 統 計 協 会 の 第 ５

章 に よ る。


